
（１）中小河川等における水防災意識社会の
再構築のあり方

資料－1

1）水防災意識社会の再構築のあり方 -------------------------
2）県・水ビジョンに関する取組みの実施状況 -------------------
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水防災意識社会再構築ビジョンの展開
～地域の生産拠点を保全・創出する都市浸水対策～

地域経済を支える浸水対策
中小河川への取組拡大

多様な関係者間のより密接な連携・協力体制の構築

◇協議会において、地域経済を支える生産拠点等の
水害リスク（過去の浸水被害実績等）を共有。

◇浸水により地域経済に大きな影響を及ぼすと見込ま
れる地域では、重点的に浸水対策を推進。

生産拠点等を守るための
浸水対策を関係者で共有
し、一体となって推進。

ex.) 堤防整備、下水道整備、排水、自衛水防 等

◇県管理区間や二級河川にも取組を拡大。

◇地域の実情に応じて、ゲリラ豪雨による内水被害
等、より発生頻度の高い浸水を検討対象に追加。

◇予算の重点配分や交付金の拡充等により、県管理
河川や市町村の取組を支援し、ハザードマップ作成
等、住民の避難を促す
取組等を強化。

◇協議会の策定する取組方針
を確実に実行するための

枠組みを検討。

社会経済の壊滅的
被害を回避する

課
題

地域経済を支える観点を追加
大規模氾濫に加え、ゲリラ豪雨等の発生頻度の高い浸水への備えを充実
住民の防災意識を喚起する取組等を、直轄河川以外にも拡大

現在進めている協議会の取組内容を拡充し、地域で一体的・計画的に浸水対策に取り組む。

内水による浸水のイメージ

「水防災意識社会再構築ビジョン」として、直轄河川（109水系）とその沿川等市町村（807市町村）において、河川管理
者・都道府県・市町村等からなる協議会を設置し、平成32年度目途にハード・ソフト対策を一体的な取組を推進中。

○「水防災意識社会再構築ビジョン」に基づく取組を中小河川へ拡げるとともに、命を守る観点に加え、

地域経済を支える観点も明確にし、地域の実情に沿った多様な関係者間の密接な連携・協力体制の
構築を推進する。

概 要

現
状

生産拠点の浸水のイメージ
（H27.9 関東・東北豪雨 鳴瀬川支川吉田川）

H29年度
重点対策
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